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大学による地方創生人材教育プログラム構築事業
【 背景 ・ 課題 】

◎ 地方創生に向けては、当該地域にある高等教育機関が核となって、その地域の経済圏における教育と職業、教育と新たな産業を結びつけていく活動が不可欠。

◎ 人生100年時代においては、高等教育機関には多様な年齢層の多様なニーズを持った学生を教育できる体制が必要となるため、いわゆる就職氷河期世代も

含めた様々な社会人に対しても受けやすく即効性のある出口一体型人材養成の確立が求められる。

◎ 大学・地方公共団体・企業等の各種機関が協働し、地域が求める人材を

養成するための指標と教育カリキュラムを構築。

◎ 指標に基づき、出口(就職先)が一体となった教育プログラムを実施する。

― 事業期間：最大５年間 財政支援（2020年度～2024年度）

― 選定件数・単価：事業実施大学３件 × 約5,860万円

―

事業概要 2019年卒の大卒新卒採用予定人数の充足率

令和２年度予算額（案） 254百万円

（新規）

地域の高等教
育機関におい
て養成すべき
人材像の検討

ブロックごとの拠点地域を設定
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※ 2019年4月17日「地域経済社会システムとしごと・働き方検討会」提出資料より
リクルートワークス研究所,「ワークス採用見通し調査2018」（従業員規模、業種によってウェイトバックしたもの）

①

•大学群、地方公共団体、企業等が連携・協働し、当該地域が養成すべき（産業）人材像の分析・検討

•分析・検討結果に基づき、当該（産業）人材を養成するための指標を作成

②

•指標に基づき、大学における学修と、出口（就職先）が一体となった教育プログラムの構築・実施

•＜幹事校＞各事業実施大学の運営モデルを取りまとめ、横展開
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• 大学は、60～120時間の履修証明プログラム（BP）を開発し、出口（就職先）と一体となって実
施・展開。

• あわせて、履修証明プログラムを含めた単位の積み上げによる体系的なカリキュラムを構築
し、プログラムを修めた者にはサーティフィケート（学位、資格、学修証明等）を授与。

• 社会人の地方への転職や学び直しニーズにも対応可能となるよう、実践的なプログラムの開
発と全学的な推進体制の整備を実施。

＜教育プログラムの分野（イメージ）＞
食品、 AI・IoT利活用、医療・福祉、エネルギー・ものづくり、地場産業、国際・観光、公務員・教員

学生や社会人の地元就職出
口

サーティフィケートと連動 地域に求められる人材育成

機関としての大学の機能強

化、地域活性化

成

果

幹事校１件 × 約7,800万円


